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地域安全克雪方針と SDGs 

SDGsとは、2015年 9月に国連で採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」

の中で掲げられている 17 の目標のことです。村上市においても、SDGs の達成に向けて取組

を進めており、本方針もこの考えを踏まえて策定しています。 

 

 

 

 

 

SDGsの 17のゴール 

 

■村上市地域安全克雪方針で、特に関連する SDGs 

 目標 11 

【持続可能な都市】 

目標 13 

【気候変動】 

目標 17 

【パートナーシップ】 
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図 3 県内で発生した雪による事故の内訳（平成 23年度～令和 2年度） 

第１章 はじめに                        

 

１ 地域安全克雪方針策定の背景と目的 

近年、人口減少や少子高齢化を背景とした担い手の減少による除排雪作業の少人数化や高齢化によ

り、全国各地でも雪による死傷事故が多発し、その大部分が豪雪地帯での事故となっています。 

県全体が豪雪地帯に指定されている新潟県では、平成 23年度から令和 2年度の 10年間で 794件の雪

による事故が発生しており、そのうちの 68.9％（547件）が雪下ろし等除排雪作業中の事故となってい

ます。なお、令和 4年度の死亡者 16名（死傷者全体で 167名）のうち高齢者は 10名で全体の 62.5％と

高い割合を占めています。 

村上市は新潟県の最北端に位置しており、市内でも特に積雪の多い朝日地域は特別豪雪地帯に指定さ

れています。積雪量による増減はあるものの、ほぼ毎年除排雪による死傷事故が発生しており、今後少

子高齢化に伴い、除排雪作業に困難を抱える世帯が増え、単独や高齢者による作業中の事故の増加が懸

念されています。 

このことから、地区・集落の助け合いによる除排雪体制の構築を促進し、安全な除排雪作業を行うこ

とが喫緊の課題となっています。 

このような背景を踏まえ、村上市全体を対象とした地域安全克雪方針を策定し、除排雪体制の構築に

取り組むことで、自立的で持続可能な地域コミュニティの共助による除排雪作業中の死傷事故防止を目

的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 雪による死傷者数の推移 図 2 豪雪地帯の指定状況（新潟県） 

雪下ろし等除雪作業中のうち

屋根やハシゴからの転落 426件（53.7%）

雪下ろし等除雪作業中 547件（68.9%）

屋根雪落下 50件（6.3%）

除雪機 102件

（12.8%）

側溝等転落 36件（4.5%）

その他(疾病

発病含む）

59件（7.4%）

村上市 

資料：内閣府 

資料：新潟県（令和 3年度） 
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第２章 現状と将来見込み                    

 

１ 除排雪作業に関する死傷者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 除排雪作業中の死傷者数の推移と最大積雪深 

資料：村上市 

 

 

表 1 克雪住宅と雪下ろし命綱固定アンカー設置済住宅戸数（令和 5年 12月現在） 

 戸数 割合 

克雪住宅 0 0％ 

雪下ろし命綱固定アンカー設置済住宅 6 0.03％ 

※木造専用住宅（令和 5年度固定資産概要調書）に対する割合 

資料：村上市 

  

・村上市の積雪量は年により変動はあるものの、市中心部においても平均して 30 ㎝以上の積

雪があり、ほぼ毎年死傷事故が発生しています。 

・特に積雪量の多かった平成 29年度には、市中心部（塩町）で 85㎝、最も積雪の多い蒲萄で

277㎝の積雪があり、11人が死傷、そのうち 2人が死亡しています。 

・市内には克雪住宅として新築又はリフォームされた住宅はなく、雪下ろし命綱固定アンカー

を設置している住宅は 6戸と少ない状況です。 
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２ 人口・世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 年齢３区分別人口と生産年齢人口割合の推移・推計 

  資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 6 高齢者のみ世帯数の推移 

   ※高齢者のみ世帯（世帯全員が 65歳以上）を対象 

資料：国勢調査（各年） 

 

  

・村上市の総人口は減少を続けており、令和 32年には約 3万人に減少すると推計されていま 

す。 

・総人口に占める生産年齢人口の割合（15～64歳の割合）の減少が続きます。 

・生産年齢人口の割合が減少する一方で、高齢者のみ世帯は増加傾向にあり、今後もその傾向

が続きます。 

・高齢化率は、令和 2年では朝日地域や山北地域で 40％を超えています。 

推計 
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表 2 地域別高齢化率 

 人口 65歳以上人口 高齢化率 

市全体 57,418 人 22,619 人 39.4% 

 村上地域 26,024 人  9,655 人 37.2% 

荒川地域  9,585 人  3,441 人 35.9% 

神林地域  8,133 人  3,177 人 39.1% 

朝日地域  8,604 人  3,697 人 43.0% 

山北地域  5,072 人  2,649 人 52.3% 

資料：令和 2 年国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 地域別高齢化率 

資料：令和 2年国勢調査（小地域集計） 
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３ 除排雪の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 除排雪活動を行う組織数の推移 

資料：村上市 

 

 

表 3 克雪モデル団体と役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・村上市では平成 24 年度から「除排雪自主活動補助事業」、平成 30 年度から「小型除雪機貸

出事業」を実施しており、補助金等を活用し自主的に除排雪活動を行っている自治会は増加

傾向にあります。平成 24年度に比べ令和 4年度の組織数は約 4倍（60組織）となります。 

・令和 4 年度から除排雪体制づくりの推進のため克雪コミュニティモデル事業を開始してお

り、令和 4年度は 10自治会、令和 5年度は 3自治会がモデル団体に指定されています。 

№ 自治会 団体名 

1 寒川 寒川集落防災会 

2 杉原 杉原区自主防災会 

3 小口川 小口川自主防災会 

4 西興屋 西興屋区会 

5 松喜和 松喜和青年会 

6 大関 大関区除雪協力隊 

7 松原町二丁目 松原町二丁目区自主防災会 

8 鋳物師 鋳物師区 

9 岩船上大町 岩船上大町区 

10 飯野一丁目 飯野一丁目地区自主防災・防犯組織 

11 大月 大月区除雪会 

12 早川 早川区 

13 袋 袋区 

 

《克雪モデル団体の役割》 

①除排雪組織体制の整備 

②年間事業計画の作成 

③除排雪作業対象世帯及び

作業場所の選定 

④市が開催する講習会やワ

ークショップへの参加 

⑤市から借り受けた物品

（小型除雪機・除雪用具）

の保管及び管理 

⑥安全な除排雪活動の継続

と担い手の確保 

⑦市への活動実績報告 
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４ 除排雪業者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 令和 5年度 宅地内除雪事業者数（令和 5年 12月 15日現在） 

 事業者数(※1) 作業内容(※2) 費用 

市全体 28 事業者 

屋根雪下ろし 

住宅周辺除雪 

私道除雪 

排雪 

有償 

 村上地域 21 事業者 

荒川地域 12 事業者 

神林地域 17 事業者 

朝日地域 11 事業者 

山北地域  8 事業者 

      ※1 事業者数は市全体で 28事業者の登録があり、そのうち対応可能な地域別 

      ※2 作業内容は事業者により異なる 

資料：村上市 

 

 

 

 

・道路除雪や民地の除排雪作業の主要な担い手である建設業事業者は、事業者数の減少や就業

者の高齢化が進行しています。 

・高齢化や担い手不足により、今後も事業者数や就業者数の減少が予想されます。 

・一人暮らしの高齢者等が自宅の除排雪を依頼する先として、現在は 28 の事業者が村上市に

登録されています。 

573 553 
480 449 422 

379 

4,362 

3,832 

3,354 
3,051 3,033 

2,759 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

200

400

600

800

1,000

H18 H21 H24 H26 H28 R3

事業所数 従業者数

（事業所） （人）

2,688 

2,437 

2,163 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H22 H27 R2

15～50歳 50～64歳 65歳以上

（人）

50.9%
50.8%

54.1%

図 10 建設業就業者の年齢別人口 

資料：国勢調査（各年） 

図 9 市内の建設業事業所数と従業者数 

資料：経済センサス（各年） 



7 

 

５ 民地の除排雪に要する行政コスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 除排雪補助金等による支出 

資料：村上市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 村上市の単年度収支と実質収支の推移と見通し 

資料：村上市 

・補助金等の支出額は積雪量により変動があるものの、令和 4年度には 675万円（克雪コミュ

ニティモデル事業を含む）を支出しています。 

・平成 29 年度は豪雪の影響もあり単年度収支が赤字になるなど、道路除雪を含め除排雪に要

するコストは、市の財政状況に影響を与えます。 

・高齢化や単身世帯の増加に伴い、今後も支援を必要とする世帯は増加すると想定されます。 

○除排雪自主活動補助事業 

除排雪に自主的に取り組む自 

治会に対し、除雪機の燃料代 

やヘルメット・手袋等の消耗 

品、小型除雪機の購入費の一 

部を補助。 

○高齢者等除雪費援助事業 

高齢単身世帯や高齢者のみ世 

帯で市民税非課税世帯等に対 

し、家屋屋根の雪下ろし・排 

雪、避難路確保までの必要最 

低限の除雪費用の一部を補助。 

○克雪コミュニティモデル事業 

モデル団体に対し、小型型除 

雪機や安全装備等の貸与。 

＜令和 5年度で終了＞ 

単年度収支：当該年度のみの実質的な収入と支出との差額 ／ 実質収支：前年度以前からの収支の累積 

→見通し 

←H29豪雪 

R4水害→ 
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第３章 現状と将来見込みに基づく課題              

 

 「第２章 現状と将来見込み」から村上市における課題を以下のように整理しました。 

 

（1）除排雪作業に関する死傷者数 

ほぼ毎年事故があり、積雪の多い年には死亡事故も発生しています。今後人口減少や少子高齢化が

進行することで、体力に不安のある高齢者の作業や単独で作業をする状況が更に増えることが想定さ

れます。また、JPCZ（日本海寒帯気団収束帯）による短時間での積雪量の増加も予想されており、こ

れらの状況から、除排雪作業に関する事故の増加が懸念されるため、事故防止のルール設定や安全対

策等が必要です。 

 

（2）人口・世帯数 

人口減少や少子高齢化が続くことで、自治会内の除排雪活動を行う人手が減少し、共用施設等の除

排雪作業も困難になる恐れがあります。一方で、除排雪に関して支援が必要となる高齢者世帯も増加

する見込みであり、人手不足の状態が一層顕著となることが想定されます。そのため、人材育成等の

取組を進めるとともに、積雪を感知することで自動融雪をするなどのデジタル技術による新たな機器

の活用等の検討が必要です。 

 

（3）除排雪の体制 

地域安全克雪方針に基づく活動や補助金等の活用により、自ら除排雪に取り組む自治会は増加が見

込まれているものの、高齢化や人手不足等により取組が困難な場合や、除排雪活動に消極的な自治会

も存在します。今後はこのような自治会の取組を支援していくことが必要であり、除排雪体制の構築

に併せて自治会の枠を超えた取組や情報共有の場の設置、補助事業の検証や見直しなどが求められて

います。 

 

（4）除排雪業者の状況 

道路除雪等を担う建設業事業者において、事業者の減少や従業者の高齢化が進行しているなか、今

後は屋根の雪下ろし等の除排雪作業を依頼することのできる除雪事業者も減少する恐れがあります。

このことから、今後も除排雪を継続的に行うことができるよう、除雪従事者の確保に努めるととも

に、それを補うため、自治会による除排雪体制の構築が必要です。 

 

（5）民地の除排雪に要する行政コスト 

人口減少や高齢者世帯の増加から、今後も支援を必要とする高齢者世帯も増加し、民地の除排雪の

支援に要する行政コストは増大することが予想されます。また、人口減少や災害など様々な要因が市

の財政に影響を与えており、加えて除排雪に要する行政コストが増大することで市の財政を圧迫し市

民サービスの低下を招く恐れがあります。そのような状況を防ぐためにも、地域や行政等のそれぞれ

の役割分担を明確にし、民地については自立的で安全な住民主体の取組を促進し、行政はその取組を

支援することで、事故や災害を未然に防止する取組を進めることが必要です。 
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第４章 住民参加による課題や取組等の検討            

 

１ ワークショップの開催 

 地域安全克雪方針の策定にあたり、除排雪に関する地域の課題の共有や、将来のあるべき姿について議

論・検討するため、地域住民・事業者等の参加のもとワークショップを開催しました。 

 ワークショップでは、除排雪に関する課題の抽出や多様な主体による今後の取組を検討するため、様々

な立場からメンバーを構成し実施しました。 

 

表 5 地域安全克雪方針ワークショップの開催概要 

No. ワークショップ 開催日 参加者数 主な内容 

1 
第１回 

ワークショップ 

令和 4年 

10月 26日（水） 
19人 

①現状・課題の共有 

②課題を解決するための目標 

2 
第２回 

ワークショップ 

令和 4年 

11月 29日（火） 
18人 

①目標の達成に向けた取組 

②取組の達成により目指す地区の

3年後・5年後・10年後の姿 

3 
第３回 

ワークショップ 

令和 5年 

 1月 22日（日） 
19人 

①これまでの検討のふりかえり 

②将来のあるべき姿 

 

 

 

表 6 ワークショップ参加メンバー 

分類 団体名等 

自治会 

寒川集落防災会、西興屋区会、松原町二丁目区自主防災会、飯野一丁目地区

自主防災・防犯組織、杉原区自主防災会、松喜和青年会、鋳物師区、鳥屋

区、小口川自主防災会、大関区除雪協力隊、岩船上大町区、大須戸区 

福祉 
村上市民生委員児童委員協議会、朝日地域集落支援員、 

村上市社会福祉協議会、互近所ささえ～る隊 

地域連携 新潟リハビリテーション大学、朝日郵便局 

除雪業者 一般社団法人村上市建設業協会、(株)丸勝瓦 
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 ワークショップで意見交換等を行った内容は、地域安全克雪方針の各項目へ反映しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 地域安全克雪方針とワークショップの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 はじめに 

第２章 現状と将来見込み 

第３章 現状と将来見込みに基づ

く課題 

第４章 住民参加による課題や取組等の検討 

・ワークショップの開催（全３回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・講習会の開催 

・克雪モデル団体の活動事例 

第５章 地域の将来構想 

・将来の姿を実現するための 

ステップ 

・将来の姿 

・目標と目標指標の設定 

 

第６章 地域のルール・各主体の取

組事項 

・地域のルール 

・各主体の主な具体な取組事項 

第１回 

①現状・課題の共有 

②課題を解決するための目標 

 

第２回 

①目標の達成に向けた取組 

②取組の達成により目指す地区の姿 

 

第３回 

①これまでの検討のふりかえり 

②将来のあるべき姿 

共有 

反映 

《地域安全克雪方針》 

反映 

反映 

反映 

反映 
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《第１回ワークショップの記録》  
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《第２回ワークショップの記録》  
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 《第３回ワークショップの記録》 
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２ 講習会の開催 

 村上市では、除排雪時の事故防止や地域による活動を支援するため、地域の団体や市民等を対象とし

た講習会を実施しました。 

  

 

表 7 講習会の開催概要 

No. 講習会 開催日 参加者数 主な内容 

1 
命綱固定アンカー 

設置講習会 

令和 4年 7月 20日（水） 20人 ①命綱固定アンカーの設置方法 

②命綱固定アンカーの種類 令和 5年 7月 25日（火） 21人 

2 克雪活動講習会 

令和 4年 7月 26日（火） 42人 ①地域ぐるみの除排雪作業の取

組による安全確保 令和 5年 11月 28日（火） 18人 

3 
小型除雪機の 

操作講習会 

令和 4年 12月 20日（火） 21人 ①小型除雪機の操作方法 

②作業中の安全確保 令和 5年 12月 15日（金） 10人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

命綱固定アンカー設置講習会 克雪活動講習会 

小型除雪機の操作講習会 
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３ 克雪モデル団体の活動事例 

 克雪コミュニティモデル事業により除排雪活動を実施したモデル団体の事例（令和 4年度）を紹介し

ます。 

 

 

  １ モデル団体名  杉原区自主防災会 （構成員：228世帯、566人） 

  ２ 活動内容    高齢者世帯等の除雪、排雪ルート確保のための除雪等 

  ３ 機材保管場所  空き家車庫借用 

  ４ 組織編成    構成員 10名 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

  ５ 活動の流れ（ルール） 

    ・降雪後に町内をパトロールし、積雪状況を見ながら出動する。 

    ・1か所を 2名以上で作業し、無理をせず休憩を取りながら作業をする。 

    ・作業終了後は資機材の点検をし、活動を記録する。 

 

  ６ 活動状況  

時期 出動回数 出動人数(延べ) 除雪場所(延べ) 

令和 4年 12月～令和 5年 2月 7日間 19人 44世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１班 

※臨機応変に体制を変更する。 

会長 

○○○○ 

作業主任者 

○○○○ 

責任者 ○○○○ 

    ○○○○ 

     ○○○○ 

    ○○○○ 

 

２班 責任者 ○○○○ 

    ○○○○ 

    ○○○○ 

    ○○○○ 

除雪作業 除雪作業 機材保管 

機械操作説明 
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第５章 地域の将来構想                     

 

村上市の課題を解決し将来の姿を実現するためのステップや、将来の姿を次のように掲げ、その実現

のために達成していくべき目標を以下のとおりとします。 

 

 

《将来の姿を実現するためのステップ》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ステップ１（１～３年の間に） 

・地域の実情（支援が必要な世帯、除雪作業者、除雪機械の操作者等）を把握する。 

・自治会全体で除排雪に取り組むためのルールを設定する。 

・除排雪活動を行う組織を立ち上げる。 

■ステップ２（２～５年の間に） 

・常に活動を振り返り、ルールや体制を見直すことで、よりよい組織・ルールをつく 

る。 

 

■ステップ３（10年後までに） 

・デジタル技術や最先端の除排雪技術を導入し、人手や資金不足に対応した持続可能

な除排雪体制を確立する。 

・人手不足を補うため単独自治会のみの活動ではなく、近隣自治会の連携を深め、共

助の体制を強化する。 

・自治会の一体感や助け合いの意識が醸成され、除雪以外の課題についても協力して

取り組むことのできる自治会となる。 

除雪作業 屋根に積もる雪 
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《将来の姿》 

 

 

 

 

 

《目標と目標指標の設定》 

目標１ 安全な除雪作業 

   除排雪時の死傷事故件数ゼロを実現します。 

目標指標 現状値（R4時点） 5年後 10年後 

除雪作業中の死傷事故件数 3件 0件 0件 

 

目標２ 地域で除排雪をする仕組みづくり 

   自治会ごとに住民が協力して除排雪を行うための仕組みをつくります。 

目標指標 現状値（R4時点） 5年後 10年後 

地域で除排雪を行う組織の

割合 

21.6％ 

（60団体） 

25.2％ 

（70団体） 

28.8％ 

（80団体） 

 

目標３ 安全対策の促進 

   除排雪時の事故を防ぐため、住宅の克雪化の推進や情報発信等により安全対策を促進します。 

目標指標 現状値（R4時点） 5年後 10年後 

雪下ろし命綱固定アンカー

設置済住宅数 
4戸 19戸 34戸 

  

“お互い様”の安全除雪 ずっと笑顔で暮らせる地域 

※「割合」とは市内 278自治会(令和 4年 4月 1日現在)を分母としたもの 



21 

 

第６章 地域のルール・各主体の取組事項             

 村上市における除排雪の課題を解決し、将来像を実現していくため、地域のルールを設定するととも

に、市民・自治会・事業者・行政の各主体が取組を進めていくことが必要です。 

「将来の姿」を実現するためのルールと各主体の取組事項を、以下のとおりとします。 

 

《地域のルール》 

 

 

 

 

 

 

 

 

《各主体の主な取組事項》 

表 8 各主体の主な取組事項 

取組 主体 

分類 具体な内容 
市民 

(個人) 
自治会 事業者 行政 

除排雪作業の

実施 

自宅周辺の除排雪 ● ●   

支援が必要な世帯の除排雪 ● ●   

共有の場所(ごみステーション、集会所、消火

栓周辺等)の除排雪 
● ● 

  

歩道や地区・集落内の生活道路の除排雪  ● ● ● 

除排雪事業者同士の連携    ●  

体制・組織 

づくり 

自主防災組織や学生ボランティア団体等との

連携による体制の構築 

 
●  ● 

作業の役割分担等の設定  ●   

活動や組織づくりのための講習会の開催  ●  ● 

除排雪活動に対する理解・協力 ●  ●  

人材の育成 

機械操作や安全対策講習会等の開催  ● ● ● 

機械操作や安全対策講習会等への参加 ● ●   

子どもへの教育（雪かきを教える） ● ●   

地域で除排雪を行う人材の育成  ●  ● 

除雪オペレーター等の担い手確保   ● ● 

機械や消耗品

等の支援 

除雪用機械等や排雪トラック等の貸出   ● ● 

燃料等の消耗品の支援    ● 

情報の把握・

共有 

支援が必要な世帯や地域の人材の把握  ●   

住民の交流促進や情報共有のための場の設置  ●  ● 

公的支援 

公的支援の拡充や支援制度等の周知    ● 

事故や災害を防ぐための道路等公共施設の点

検・維持管理や、災害時への備え 
   ● 

 

 

公助 

●安全に除排雪をするために、地域の人と声をかけあいながら作業をしましょう 

 ・一人での作業はなるべく避け、無理をせず、しっかりとした安全対策 

 ・万が一に備えて、日頃からの近所の人とのコミュニケーションが大切 

●自治会内の支援が必要な世帯や、みんなが使う場所は、助け合い協力して除排雪をしましょう 

・自宅周辺の除排雪のほか、可能な場合は支援が必要な世帯の除排雪に協力 

・近隣のごみステーションや集会所、消火栓周辺などの除排雪に協力 

・地域で行う除排雪活動に、積極的に参加 

自助 共助 



22 
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